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マクロ経済学第二 (工学院経営工学系，開講クォーター: 4Q) 第 13 回：経済成長 (3)： 経済成長に関する実証研究

前回のおさらい

講義計画

• 1月 27日 (本日)：
• 前回の続き

• 経済成長に関する実証研究
• 成長会計

• 収束仮説と検証方法

• 1月 31日 (火)：予備日
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マクロ経済学第二 (工学院経営工学系，開講クォーター: 4Q) 第 13 回：経済成長 (3)： 経済成長に関する実証研究

前回のおさらい

前回のおさらい

• 前回の講義で扱ったこと：
1 ソロー・モデルの基本分析 (つづき)

1 長期の成長率の決定要因

2 比較静学

2 技術進歩を導入したソロー・モデル．
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マクロ経済学第二 (工学院経営工学系，開講クォーター: 4Q) 第 13 回：経済成長 (3)： 経済成長に関する実証研究

前回のおさらい

前回のおさらい

• 資本の動学 1：
1 資本蓄積式：

Kt+1 −Kt = It − δKt

2 次の式を代入
• 資金市場均衡：St = It,

• 家計行動：St = sYt, 0 < s < 1,

• 人口成長：Lt+1 = (1 + n)Lt, 0 < n < 1,

• 生産関数と技術進歩 (new!)

Yt = F (Kt, AtLt),

At+1 = (1 + gA)At.

⇓
• 有効労働 1単位当たり資本 k̃t(≡ Kt/(AtLt))の動学：

k̃t+1 =
sf(k̃t) + (1− δ)k̃t
(1 + gA)(1 + n)

.

1(∗) 変数の意味は前回で説明済なので省略
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マクロ経済学第二 (工学院経営工学系，開講クォーター: 4Q) 第 13 回：経済成長 (3)： 経済成長に関する実証研究

前回のおさらい

定常状態では何が起きているか？

• 1人当たり変数 (kt, yt, ct)の成長率：定常状態では 成長率=0� �
∵ kt が一定 ⇒ yt = f(kt)より yt も一定
最後に，Ct = (1− s)Yt ⇔ ct = (1− s)ytより ctも一定となる� �

⇓

• 集計変数 (Kt, Yt, Ct)の成長率：定常状態では 成長率=0� �
∵ kt が一定 ⇒ yt = f(kt)より yt も一定
最後に，Ct = (1− s)Yt ⇔ ct = (1− s)ytより ctも一定となる� �
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マクロ経済学第二 (工学院経営工学系，開講クォーター: 4Q) 第 13 回：経済成長 (3)： 経済成長に関する実証研究

ソロー・モデルの現実的妥当性

ソロー・モデルの現実的妥当性

• 経済学者ニコラス・カルドア (N. Kardor)は 1963年の自身の有名な
論文において，長期の経済成長過程において観察される 6つの性質
について言及している．

1 1人当たり生産量は長期にわたり一定率で成長してきた

2 1人当たり資本も時間を通じて増加し続けてきた

3 資本産出比率はほぼ一定であった

4 資本の収益率はほぼ一定であった

5 資本分配率，労働分配率はほぼ一定であった

6 1人当たり生産量の成長率には国際的な差がある．
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マクロ経済学第二 (工学院経営工学系，開講クォーター: 4Q) 第 13 回：経済成長 (3)： 経済成長に関する実証研究

ソロー・モデルの現実的妥当性

ソロー・モデルはカルドアの事実を説明できるか？

• この 1～6の事実が示す性質をソロー・モデルから理論的に導き出
すことができるだろうか？

1 1人当たり生産量は長期にわたり一定率で成長してきた →
{◯ ・ × }

2 1人当たり資本も時間を通じて増加し続けてきた → {◯ ・ × }

3 資本産出比率はほぼ一定であった → {◯ ・ × }

4 資本の収益率はほぼ一定であった → {◯ ・ × }

5 資本分配率，労働分配率はほぼ一定であった　 → {◯ ・ × }

6 1人当たり生産量の成長率には国際的な差がある． → {◯ ・ × }
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マクロ経済学第二 (工学院経営工学系，開講クォーター: 4Q) 第 13 回：経済成長 (3)： 経済成長に関する実証研究

ソロー・モデルの現実的妥当性

ここまでのまとめ

• 基本的なソロー・モデルの性質
1 長期の一人当たり資本は定常状態に収束

⇒ 1人当たり GDP，消費も同様

2 これらの値は貯蓄率や人口成長率に依存

3 貯蓄率の上昇は 1人当たり資本や同 GDPを単調に増加させる一方，
消費には相反する 2つの効果が存在する．

4 １人当たり資本が少ない国はその成長率が高く，従って１人当たりの
GDP成長率も高い

• 「1人当たり GDPの長期的な成長」を理論的に説明するには，技
術進歩のモデルへの導入が不可欠

• 技術進歩を導入したソロー・モデルでは，カルドアの事実のうち
( 1 )～( 5 )までを理論的に説明することができる．
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マクロ経済学第二 (工学院経営工学系，開講クォーター: 4Q) 第 13 回：経済成長 (3)： 経済成長に関する実証研究

ソロー・モデルの現実的妥当性

経済成長に関する実証研究

9 / 34



マクロ経済学第二 (工学院経営工学系，開講クォーター: 4Q) 第 13 回：経済成長 (3)： 経済成長に関する実証研究

成長会計

技術進歩の寄与度

• ソロー・モデルの分析で既に明らかになったように， k̃が定常状態
に至った後の長期成長率においては，技術進歩が決定的に重要な役
割を果たす．

• では，現実の経済成長において，技術進歩はどの程度寄与している
のだろうか？

• ソローはこの点にも取り組み，現在は成長会計 (growth
accounting)として知られる方法を提示.
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マクロ経済学第二 (工学院経営工学系，開講クォーター: 4Q) 第 13 回：経済成長 (3)： 経済成長に関する実証研究

成長会計

成長会計

• 以下では，生産関数をコブ・ダグラス型に仮定：

F (Kt, AtLt) = Kα
t (AtLt)

1−α, 0 < α < 1.

• Bt を A1−α
t と定義すると

Yt = BtK
α
t L

1−α
t ,

ここで，Btを全要素生産性 (total factor productivity, TFP)という．

• テキストに倣い，gXt を「X の tから t+1期にかけての成長率」と
すると，以下の関係式を得る．

gYt = gBt + αgKt + (1− α)gLt .
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マクロ経済学第二 (工学院経営工学系，開講クォーター: 4Q) 第 13 回：経済成長 (3)： 経済成長に関する実証研究

成長会計

ソロー残差

gYt = gBt + αgKt + (1− α)gLt .

• この式の意味：GDP成長率を，K, L, B の成長率に分解
• K の成長 = 資本蓄積
• Lの成長 = 人口成長

⇒ B の成長率は，GDP成長率から上記要素の成長がもたらす貢献
から差し引いた「残差」として計算できる．
gBt は後にソロー残差 (Solow residual)と呼ばれるようになった．

• gBt を得るのに必要な情報：
• Y , K, Lの成長率・・・データから計算可能．
• αについては・

1 生産関数を推計することで得る
2 「競争市場下の企業行動」から推計する．
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マクロ経済学第二 (工学院経営工学系，開講クォーター: 4Q) 第 13 回：経済成長 (3)： 経済成長に関する実証研究

成長会計

αの求め方

• 競争市場下の企業の利潤最大化：

max
Kt,Lt

BKα
t L

1−α
t − wtLt − rtKt

• 利潤最大化の一階条件より，以下を得る：

wtLt

Yt
= 1− α, ( and

rtKt

Yt
= α)

• 従って，wtLt に国民経済計算の「雇用者報酬」を用いることで，
1− αの値を推計することが可能．

• 先進諸国では αは 0.3から 0.4.
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マクロ経済学第二 (工学院経営工学系，開講クォーター: 4Q) 第 13 回：経済成長 (3)： 経済成長に関する実証研究

成長会計

先進資本主義諸国の成長会計 (1947–1973)

(∗) Barro and Sala-i-Martin (2004, Chapter 10)より引用．
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マクロ経済学第二 (工学院経営工学系，開講クォーター: 4Q) 第 13 回：経済成長 (3)： 経済成長に関する実証研究

成長会計

先進資本主義諸国の成長会計 (1960–1990)

(∗) 引用元は同じ．
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マクロ経済学第二 (工学院経営工学系，開講クォーター: 4Q) 第 13 回：経済成長 (3)： 経済成長に関する実証研究

成長会計

観察されること

• 1947 – 73年

1

2

• 1960– 95年

1

2
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マクロ経済学第二 (工学院経営工学系，開講クォーター: 4Q) 第 13 回：経済成長 (3)： 経済成長に関する実証研究

成長会計

その他の事例 ～“東アジアの奇跡”は本当に奇跡か？～

• 1960年代から 1990年代にかけて，東アジアの国々が急速な経済成
長を遂げた．

• 日本 ＋ アジア NIEs4カ国 (大韓民国、台湾、香港、シンガポール)，
• ASEAN3カ国 (インドネシア，マレーシア，タイ王国).

後に 1993年に世界銀行が「東アジアの奇跡」というレポートを
発表

• 経済学者アルウィン・ヤング (Alwyn Young)の 1995年の論文
(Young, 1995)

• 香港，シンガポール，韓国，台湾の 1960年代からの GDP成長を，
成長会計を用いて分析．
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マクロ経済学第二 (工学院経営工学系，開講クォーター: 4Q) 第 13 回：経済成長 (3)： 経済成長に関する実証研究

成長会計

Youngの分析結果

(∗) 引用元は同じ．
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マクロ経済学第二 (工学院経営工学系，開講クォーター: 4Q) 第 13 回：経済成長 (3)： 経済成長に関する実証研究

成長会計

分析結果とその含意

• ヤングの示したこと：
1 香港，韓国，シンガポール，台湾の国々は 1960年代から年率 10%前
後の高い経済成長を経験してきた．

2 しかし，技術進歩に支えられた部分は極めて小さい．
• シンガポールにおける技術進歩の寄与度はほぼゼロ

• その他の国においても大凡 2% 程度の寄与度

⇓

• この実証結果と，ソロー・モデルの理論分析とを合わせて考えて得
られる理論予測：� �
高い成長は資本蓄積によって達成．従って，やがて成長率は低
下する．� �
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マクロ経済学第二 (工学院経営工学系，開講クォーター: 4Q) 第 13 回：経済成長 (3)： 経済成長に関する実証研究

収束仮説と検証方法

収束仮説～途上国は先進国に追いつくか？～
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マクロ経済学第二 (工学院経営工学系，開講クォーター: 4Q) 第 13 回：経済成長 (3)： 経済成長に関する実証研究

収束仮説と検証方法

理論モデルの結果とその含意

• 理論的帰結：経済規模が大きくなればなるほど，成長率は低くなる．

• 長期の経済における 2つの重要な含意：

1 (時系列的) 一国の経済成長率 (厳密にはトレンドの成長率)は，時間
の経過とともに下降する．
(※)他の経済ショックに起因する短期的な成長率の上昇はあり得る．

2 (横断面的) 貧しい国と富んでいる国とでは，あくまで成長率でみれば
貧しい国のほうが高い．
(※)貧しい国はやがて富める国に追いつく？ ⇒ この仮説を「収束仮
説」という．

• それでは，この収束は実際に観測される現象なのだろうか？
以下ではその検証方法を簡単に解説していく．
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マクロ経済学第二 (工学院経営工学系，開講クォーター: 4Q) 第 13 回：経済成長 (3)： 経済成長に関する実証研究

収束仮説と検証方法

仮説の簡単な検証方法

• 以下の理論予測に着目� �
(横断面的) 貧しい国と富んでいる国とでは，あくまで成長率で
みれば貧しい国のほうが高い．� �

⇓
• これを踏まえ，最も簡単な検証方法は

1 ある基準年を設けて，その年の (一人当たり)GDPを説明変数，

2 その年以降の平均成長率を非説明変数

として単回帰分析を行い，その回帰係数が有意に負ならば，検証成
功．そうでないならば，仮説は棄却

• これが成立しているとき，絶対収束 (absolute convergence)，もし
くは無条件収束が起こっているという．
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マクロ経済学第二 (工学院経営工学系，開講クォーター: 4Q) 第 13 回：経済成長 (3)： 経済成長に関する実証研究

収束仮説と検証方法

“絶対収束”の棄却

(∗) Barro and Sala-i-Martin (2004, Chapter 1)より引用
(∗) 基準となる年を 1960年に設定
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マクロ経済学第二 (工学院経営工学系，開講クォーター: 4Q) 第 13 回：経済成長 (3)： 経済成長に関する実証研究

収束仮説と検証方法

絶対収束が成立しないわけ

• もともとの予測に立ち戻ろう：� �
貧しい国と富んでいる国とでは，あくまで成長率でみれば貧し
い国のほうが高い．� �

• これが導出される理由 (前回の復習)：
の成長率

( 初期に貧しい国 ) ( 初期に豊かな国 )

’
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マクロ経済学第二 (工学院経営工学系，開講クォーター: 4Q) 第 13 回：経済成長 (3)： 経済成長に関する実証研究

収束仮説と検証方法

絶対収束が成立しないわけ

• 理由 1：技術進歩などによって，各国の長期的成長率はゼロでは
ない
⇒ すべての国が同率で成長すれば，GDPの “レベル”では格差は
解消せずに残る．

• 理由 2: 人口成長や貯蓄率などが国によって異なる.
(例)もし豊かな国のほうが貯蓄率が高いとどうなるか？
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マクロ経済学第二 (工学院経営工学系，開講クォーター: 4Q) 第 13 回：経済成長 (3)： 経済成長に関する実証研究

収束仮説と検証方法

豊かな国において貯蓄率がより高いとき

の成長率

( 初期に貧しい国 ) ( 初期に豊かな国 )

’

豊かな国の成長率
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マクロ経済学第二 (工学院経営工学系，開講クォーター: 4Q) 第 13 回：経済成長 (3)： 経済成長に関する実証研究

収束仮説と検証方法

条件付き収束

• 経済が，貯蓄率や人口成長率の違いを反映したそれぞれの定常状態
に収束することを条件付き収束 (conditional convergence)という．

(∗) 同一の定常状態に行き着くことを要請する「絶対収束」よりは
緩い概念．

• 条件付き収束の検証方法：
1 前述の推計の説明変数に，人口成長率の違いや貯蓄率の違い，制度の
違いなどの「国特有の変数」を加える．

2 サンプルとなる国から，似たような経済環境を持つ国を抽出して，前
述と同様の推計

27 / 34



マクロ経済学第二 (工学院経営工学系，開講クォーター: 4Q) 第 13 回：経済成長 (3)： 経済成長に関する実証研究

収束仮説と検証方法

条件付き収束の成立

(∗) Barro and Sala-i-Martin (2004, Chapter 1)より引用

OECD (since 1961)
18

1961
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マクロ経済学第二 (工学院経営工学系，開講クォーター: 4Q) 第 13 回：経済成長 (3)： 経済成長に関する実証研究

収束仮説と検証方法

回帰分析の方法：β収束

• 以下を推定
γy
i = a+ βyi0 + ϵ

• i：国のサンプル
• yi0：基準とした年の一人あたり GDP
• γi：それ以降の一人あたり GDP成長率
• ϵ：確率項

• もし β < 0であれば絶対収束が成立しているといえる．
⇒ 既に見たように，現実には成立しているとは言い難い

• 右辺にその他の変数を入れて，他の成長要因をコントロール
⇒ その上で，もし β < 0であれば，条件付き収束が成立している
といえる．

29 / 34



マクロ経済学第二 (工学院経営工学系，開講クォーター: 4Q) 第 13 回：経済成長 (3)： 経済成長に関する実証研究

収束仮説と検証方法

その他の検証方法：σ収束

• 一人あたり GDPの分散が時間の経過とともに小さくなっているこ
とが観測できれば，収束の検証になる．
⇒ このような概念を σ収束という．

• Durlauf and Quah (1999)による “ツイン・ピークス” (テキスト図
8.11)
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マクロ経済学第二 (工学院経営工学系，開講クォーター: 4Q) 第 13 回：経済成長 (3)： 経済成長に関する実証研究

まとめ

まとめ

• GDPの成長率は，資本蓄積，人口成長，及び技術進歩のウェイト
和で決定される．

• GDP成長率の寄与度を推計する分析として成長会計がある．これ
を使って

• 戦後日本の行動成長期の要因
• 60年代以降の東アジアの躍進

の要因を量的に把握することが可能となる．

• 成長モデルから得られる「国々の一人当たり GDP水準の収束」に
関しては

1 一人当たり GDPが同じ水準に収束する，という “絶対収束”と

2 経済環境の違いを反映したそれぞれの水準に収束する，という “条件
付き収束”

の概念があり，後者に関しては現実にも観察されている．
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ここから先

• 応用マクロ経済学 (担当：堀)

• 学部 3年時開講　 (第 1Q)

• 学部のマクロと大学院レベルのマクロとの橋渡し

⇓

• 上級マクロ経済学 (大学院，担当：大土井)

• マクロ経済学特講 (大学院，担当：堀)
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期末試験

• 2月 7日 (金) 9:00 ～ 10: 30

• W935

• 試験範囲：
• 経済成長 (1/20～1/27)

• 中間試験の問題
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